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当特定事業者（自動車運送事業者）
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福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号

九州電力株式会社
代表取締役 社長執行役員　　池辺 和弘
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事 業 概 要

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 計 画 書
に 定 め た 措 置 の 実 施 状 況
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【電気の供給面の取組み】
о地球温暖化対策やエネルギーセキュリティの観点から、安全の確保を大前提と
　した原子力発電の重要性は変わらないと考えており、原子力発電所の更なる
　安全性・信頼性の向上と安心・信頼の確保に努めています。
о再生可能エネルギーについては、国産エネルギーの有効活用及び地球温暖
　化対策面で優れた電源であることから、九州電力グループ一体となって開発・
　導入に取り組んでおり、2030年までに地熱や水力を中心に、国内外で新たに
　500万kW（2022年度末で261万ｋW）の開発を目指して取り組んでいます。
　また、電力の安定供給を前提として、再生可能エネルギーを最大限受け入れて
　いくとともに、天候によって大きく変動する再生可能エネルギーの出力に対応し
　た需給運用方策の検討、実施に取り組んでいます。
о燃料使用量及びCO2排出抑制の観点から、火力発電所の総合熱効率の維
　持・　向上に努めています。

【電気の使用面の取組み】
о照明の間引き、空調設定温度の適正管理など、電力使用量の抑制に取り組ん
　でいます。
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特 記 事 項

「計画の進捗又は達成の状況等」欄には、計画期間における排出量削減の進捗の状況及び計画終了時における事
業活動温暖化対策計画書に掲げた温室効果ガスの排出の抑制の量に係る目標の達成又は未達成の理由等があれ
ば、記入してください。
「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に寄与する技術又は商品の開発
等の取組があれば、記入してください。

「計画期間」並びに「基準年度」「前年度」「目標年度」及びそれらの排出量は、提出済の事業活動温暖化対策計画書
に一致させてください。

【発電施設】
　2022年度は、販売電力量が減少した中、原子力発電所の定検の長期化に伴い稼働率が低
下し、販売電力量全体に占める火力発電電力量の割合が増加したことから、CO2排出量が増

加しました。
※1：再生可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う調整等を考慮した九州電力のCO2

　　　排出原単位。
※2：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に係る法律」に基づき、国から実
　　　績値が公表されます。

【その他施設】
　2022年度の電気使用量については、各種取組みによる電力使用量の抑制により、基準年
度に比べ減少しています。

計 画 の 進 捗 又 は 達 成 の 状 況 等

　電気事業全体の目標（2030年度に排出係数0.25kg-CO２/kWh程度[使用端]）達成に向
け、以下の対策により最大限努力し、九州全体の温室効果ガスの排出抑制に引き続き努めま
す。
　（１） 安全を大前提とした原子力発電の活用
　（２） 再生可能エネルギーの活用
　（３） 火力発電の更なる高効率化や適切な維持管理
　（４） 低炭素社会の資する省エネ・省ＣＯ２サービスの提供　等

【目標年度における排出量及び削減率の考え方】
　当社は、送電線で繋がっている九州管内の発電所を電力需要に応じて、環境性や経済性
を総合的に勘案し、全社最適で一体的に運用しています。このため、発電施設については供
給系統全体で温室効果ガスの排出抑制に努めることが合理的であり、個別地域での電力や
燃料使用に伴うCO2排出量及び削減率の目標を明記することは困難です。よって、上記の九

州電力としての目標を設定しています。


